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～ はじめに ～ 

本調査は、女性が活躍できる社会及び男女共同参画社会の実現に向けて、県民の意識と実態等

を調査集計・分析し、その結果を広く公表することにより、県民全体の女性活躍・男女共同参画

への理解と意識の醸成を図るとともに、課題を把握し、各種施策を効果的に推進するための基礎

資料とすることを目的とする。 

 

調査の概要 

調
査
設
計 

調 査 対 象：県内在住の満18歳以上の男女 4,000人（男性2,000人、女性2,000人） 

抽 出 方 法：市町村の人口規模に応じて対象者数を配分し、各市町村の住民台帳に基づき

無作為抽出 

調 査 方 法：郵送配布、郵送回収またはオンライン回答 

調 査 期 間：令和６（2024）年８月20日（火）～令和６（2024）年９月20日（金） 

有効回収数：全体 1,568人（有効回収率：39.2％） 

 女性 846人、男性 685人、答えたくない・わからない 16人、無回答 21人 

調
査
項
目 

１．あなたご自身について 

２．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

３．就業について① 

４．就業について② 

５．地域活動について 

６．男女共同参画社会について 

確
報
資
料
の
見
方 

・本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者数となっている。 

・百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示している。従っ

て、単数回答（１つだけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、％を足し合わせて

100％にならない場合がある。 

・複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、％の合計が100％を超える場合があ

る。 

・本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場

合がある。 

・回答者数が30未満の場合、比率が上下しやすいため、傾向を見るにとどめ、本文中では

触れていない場合がある。 

 

※本資料は実数値に基づき作成しているが、本調査の集計にあたり、性別・年齢ごとの回答結果に、実際の

茨城県の人口比（母集団）に応じたウェイトをつけたウェイトバック集計を実施し、調査分析に影響を与

える程の大きな偏りは生じていないことを確認した。ウェイトバック集計結果は、別途発行予定の報告書

を参照。 
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（１）性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）婚姻状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

72.6

70.1

7.7

18.8

19.6

10.9

0.1

0.2

71.0 14.0 14.7 0.3

既

婚

（
配

偶

者

あ

り

）

既

婚

（
離

・

死

別

）

未

婚

無

回

答

(1,568)  6.2 8.8 13.2 18.6 19.3 33.7 0.2

(%)ｎ

1

0
～

2

0

歳

代

3

0

歳

代

4

0

歳

代

5

0

歳

代

6

0

歳

代

7

0

歳

以

上

無

回

答

(1,568)  43.7 54.0

1.0

1.3

ｎ (%)

男

性

女

性

答

え

た

く

な

い

、
分

か

ら

な

い

無

回

答

基本属性 １ 
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（４）子どもの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）介護の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

13.0

11.9

32.4

29.0

43.9

43.9

8.0

12.4

2.5

2.5

0.1

0.4

12.5 30.4 43.9 10.3

2.5

0.4

１

人

世

帯

夫

婦

の

み

の

世

帯

親

と

子

か

ら

な

る

世

帯 親

と

子

と

孫

か

ら

な

る

世

代

そ

の

他

の

世

帯

無

回

答

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

7.7

8.3

9.6

12.3

82.0

79.2

0.6

0.2

8.2 11.0 80.2 0.6

い

る

（
同

居

）

い

る

（
別

居

）

い

な

い

無

回

答

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

5.0

7.3

4.8

5.4

2.3

3.4

3.4

3.3

4.5

3.5

49.2

55.8

26.7

17.4

4.1

3.8

6.3 5.3

2.9 3.3

4.0 52.6 21.4 4.1

小

学

校

入

学

以

前

小

学

生

中

学

生

高

校

生

専

門

学

校

、
短

大

、

大

学

、
大

学

院

生

そ

の

他

子

ど

も

は

い

な

い

無

回

答
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（７）居住地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

12.8

12.5

24.7

25.3

9.5

7.2

33.9

34.9

18.2

18.4

0.9

1.7

12.4 25.3 8.4 34.2 18.4 1.3

県

北

地

域

県

央

地

域

鹿

行

地

域

県

南

地

域

県

西

地

域

無

回

答
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（１）仕事，家庭生活，地域・個人の生活の理想と現実 

性別でみると、理想では、男女ともに「両立」が33.7％と最も高くなっているものの、現実

では、男性は「仕事優先」（45.2％）が、女性の同項目（25.3％）より20ポイント近く高い。ま

た、女性では「生活優先」（44.2％）が、男性の同項目（25.7％）より20ポイント近く高く、理

想と現実で乖離が見られる。 

 

 

【理想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

14.7

6.6

30.5

18.7

16.1

15.2

8.5

14.9

17.2

29.3

9.2

10.0

3.8

5.2

10.2 23.9 15.5 11.9 23.9 10.0 4.6

「
仕

事

」
に

専

念

し

て

い

る 「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
仕

事

」

を

優

先

し

て

い

る

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
と

「
仕

事

」
を

両

立

し

て

い

る 「
仕

事

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」

を

優

先

し

て

い

る

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

専

念

し

て

い

る

よ

く

わ

か

ら

な

い

無

回

答

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

3.4

2.2

13.9

5.1

33.7

33.7

22.2

29.9

16.1

15.5

7.6

8.0

3.2

5.6

2.9

9.1 33.5 26.1 15.8 8.0 4.6

「
仕

事

」
に

専

念

し

た

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
仕

事

」

を

優

先

し

た

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
と

「
仕

事

」
を

両

立

し

た

い

「
仕

事

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」

を

優

先

し

た

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

専

念

し

た

い

よ

く

わ

か

ら

な

い

無

回

答

２ 

仕事優先 両立 生活優先 

仕事優先 両立 生活優先 
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＜性・年代別＞ 

30歳代、40歳代の理想をみると、男女ともに「両立」が最も高くなっている。 

また、現実をみると、男性の両年代とも「仕事優先」の各項目は、女性の両年代よりも10ポ

イント以上上回っている。また、男性の両年代のいずれも、「仕事優先」は約７割を占める。一

方、女性の両年代における「生活優先」は約３割を占めるが、男性の両年代の同項目の合計は

１割未満となっている。 

 

【理想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性・30歳代 (63)

男性・40歳代 (94)

女性・30歳代 (75)

女性・40歳代 (106)

ｎ (%)

26.6

9.3

8.5

43.6

30.7

28.3

18.1

16.0

25.5

4.3

17.3

22.6

13.3

7.5

6.4

9.3

6.6

1.1

4.0

0.9

20.6 49.2 14.3 6.3

1.6

7.9

「
仕

事

」
に

専

念

し

て

い

る 「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
仕

事

」

を

優

先

し

て

い

る

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
と

「
仕

事

」
を

両

立

し

て

い

る 「
仕

事

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」

を

優

先

し

て

い

る

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

専

念

し

て

い

る

よ

く

わ

か

ら

な

い

無

回

答

男性・30歳代 (63)

男性・40歳代 (94)

女性・30歳代 (75)

女性・40歳代 (106)

ｎ (%)

3.2

2.7

2.8

18.1

6.7

6.6

41.5

41.3

48.1

26.6

37.3

36.8

4.3

5.3

0.9

6.4

2.7

3.8

4.0

0.9

17.5 44.4 28.6 7.9

1.6

無

回

答

よ

く

わ

か

ら

な

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
仕

事

」

を

優

先

し

た

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
と

「
仕

事

」
を

両

立

し

た

い

「
仕

事

」
に

も

携

わ

り

つ

つ

、

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」

を

優

先

し

た

い

「
家

庭

生

活

」
、

「
地

域

・

個

人

の

生

活

」
に

専

念

し

た

い

「
仕

事

」
に

専

念

し

た

い

仕事優先 両立 生活優先 

仕事優先 両立 生活優先 
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（２）性別役割分担意識についての考え方 

性別役割分担意識についての考え方（「男性は仕事、女性は家庭」という考え方）について、

「同感しない」が45.9％で最も高く、「どちらかといえば同感しない」（25.7％）を合わせた≪同

感しない（計）≫は71.6％となっている。「同感する」（3.6％）と「どちらかといえば同感する」

（16.8％）を合わせた≪同感する（計）≫は20.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回調査と比較すると、全体で「どちらかいえば同感する」は前回調査の22.8％より6.0ポイン

ト減少し16.8％となっている。≪同感しない（計）≫は前回調査の67.3％より4.3ポイント高い

71.6％となっている。一方、≪同感する（計）≫は前回調査の26.3％より5.9ポイント低い20.4％

となっている。 

性別でみると、男女ともに≪同感しない（計）≫が前回調査から増加しており、男性で前回調

査の60.8％より6.4ポイント高い67.2％、女性で前回調査の72.4％より3.4ポイント高い75.8％と

なっている。 

 

■令和元年度茨城県調査 

 

 

 

43.4

38.1

41.1

29.0

22.7

26.2

19.1

27.7

22.8

3.3

3.8

3.5

4.5

6.7

5.4

0.8

1.0

0.9

女性(784)

男性(599)

全体(1,383)

同感しない どちらかといえば

同感しない

どちらかといえば

同感する
同感する

わからない

無回答

同感しない（計） 同感する（計） （％）

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

ｎ (%)

42.8

48.7

24.4

27.1

20.7

13.6

5.1

2.4

5.7

6.9

1.3

1.4

45.9 25.7 16.8 3.6 6.5 1.5

同

感

し

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

同

感

し

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

同

感

す

る

同

感

す

る

わ

か

ら

な

い

無

回

答

71.6% 

67.3% 
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（３）女性が職業を持つことについての考え方 

女性が職業を持つことについての考え方は、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよ

い」が51.6％で最も高く、次いで「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業を

もつ方がよい」が27.0％となっている。 

 
 

（４）女性が職業を持つことに対する考え方の理由 

女性が職業を持つことに対する考え方の理由は、「女性も働いて能力を発揮した方が、個人や

社会にとっていいと思うから」が44.2％で最も高く、次いで「女性も経済力を持った方がいい

と思うから」が43.8％、「夫婦で働いた方が家庭の収入が増えるから」が38.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.6

27.0

4.5

1.5

0.8

8.0

5.8

0.8

46.0

29.5

5.3

1.6

1.2

10.1

5.7

0.7

56.6

25.4

3.7

1.3

0.4

6.5

5.6

0.6

0 10 20 30 40 50 60

子どもができても、

ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、

大きくなったら再び職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、

職業をもつ方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

女性は職業をもたない方がよい

その他

わからない

無回答

（％）

全体 n=(1,568)

男性 n=(685)

女性 n=(846)

女性も働いて能力を発揮した方が、
個人や社会にとっていいと思うから

女性も経済力を持った方がいいと思うから

夫婦で働いた方が家庭の収入が増えるから

子どもは母親が家で面倒を見た方が
子どもの成長などにとっていいと思うから

少子高齢化で働き手が減少しているので、
女性も働いた方がいいと思うから

仕事と家庭の両立は大変そうだと思うから

女性は家庭を守るべきだと思うから

保育料などを払うより、母親が家で子どもの
面倒を見た方が合理的だと思うから

その他

特にない

わからない

無回答

44.2

43.8

38.2

17.2

15.4

13.4

2.6

2.1

8.0

2.7

2.6

2.2

43.5

33.4

36.5

18.2

17.2

11.8

2.6

1.8

9.3

3.2

2.5

2.2

45.5

52.8

39.6

16.6

14.3

14.4

2.4

2.4

7.1

2.3

2.5

2.3

0 10 20 30 40 50 60

全体 n=(1,556)  

男性 n=(680)  

女性 n=(841)  

(%)
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（５）夫婦の家事分担割合の「理想」と「現実」について 

理想では男女ともに「50％」が最も高くなっている。一方現実では、男性では配偶者に分担

が寄っている０％～40％の割合が高くなっており、０％～30％の合計は約３割半ばとなってい

る。また、女性では自分自身に分担が寄っている60％～100％の割合が高くなっており、80％～

100％の合計は約４割半ばとなっており、男女による差が顕著に表れている。 

 

【理想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現実】 ※    ・・・黄色ハイライトは50％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 (1,113)

男性 (497)

女性 (593)

(%)ｎ

4.0

0.5

13.7

2.4

16.5

5.1

20.3

5.9

11.9

3.9

15.5

12.3

3.6

5.6

4.8

14.7

3.6

16.2

1.2

19.9

0.8

9.3

4.0

4.4

2.2

7.5 10.2 12.4 7.5 13.7 4.7 10.2 10.5 11.3 5.6 4.2

0

%

(

す

べ

て

配

偶

者

）

1

0

%

2

0

%

3

0

%

4

0

%

5

0

%

6

0

%

7

0

%

8

0

%

9

0

%

1

0

0

%

（
す

べ

て

あ

な

た

）

無

回

答

  全  体 (1,568)

男性 (685)

女性 (846)

(%)ｎ

1.5

0.1

1.8

0.4

3.1

1.4

11.5

4.3

12.4

5.1

56.1

50.1

3.5

13.4

3.4

10.6

0.4

3.3

1.9

1.2

2.6

5.3

6.9

0.8

1.0

2.2

7.4 8.4 52.4 8.9 7.5

2.0

1.1

2.0

6.3

0

%

(

す

べ

て

配

偶

者

）

1

0

%

2

0

%

3

0

%

4

0

%

5

0

%

6

0

%

7

0

%

8

0

%

9

0

%

1

0

0

%

（
す

べ

て

あ

な

た

）

無

回

答

合計 

34.2% 

合計 

45.4% 

＜自分から見た家事分担の認識＞ 
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＜性・年代別＞ 

30歳代、40歳代、70歳以上の理想をみると、男女ともにすべての年代で「50％」が最も高く

なっているが、男性30歳代で７割台と他の年代に比べて高くなっており、男性40歳代、女性30

歳代、40歳代で６割台、男女ともに70歳以上で４割台となっている。 

現実をみると、男性40歳代で配偶者に寄っている割合がより高くなっている。また、女性30

歳代、40歳代では自分自身に寄っている割合が高くなっているが、30歳代と比べ、40歳代の方

がその傾向が強い。 

 

【理想】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現実】 ※    ・・・黄色ハイライトは50％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性・30歳代 (63)

男性・40歳代 (94)

男性・70歳以上 (233)

女性・30歳代 (75)

女性・40歳代 (106)

女性・70歳以上 (282)

(%)ｎ

2.1

1.1

3.0

0.7

1.1

4.3

0.9

2.5

7.4

15.5

1.9

6.4

16.0

12.4

5.3

4.3

66.0

40.3

64.0

62.3

40.1

2.1

3.9

14.7

17.0

10.3

3.2

5.2

5.3

11.3

8.9

1.1

0.4

5.3

1.9

3.2

1.3

0.9

4.3

2.1

1.3

1.9

4.6

2.1

10.7

2.7

1.9

14.9

1.6 1.6

14.3 76.2 3.2

3.2

0

%

(

す

べ

て

配

偶

者

）

1

0

％

2

0

％

3

0

％

4

0

％

5

0

％

6

0

％

7

0

％

8

0

％

9

0

％

1

0

0

%

（
す

べ

て

あ

な

た

）

無

回

答

男性・30歳代 (29)

男性・40歳代 (61)

男性・70歳以上 (197)

女性・30歳代 (55)

女性・40歳代 (83)

女性・70歳以上 (184)

ｎ (%)

1.6

6.1

16.4

14.7

1.8

2.4

2.7

21.3

12.2

7.3

1.2

6.0

27.9

13.7

9.1

4.8

6.5

9.8

10.2

10.9

3.3

13.1

18.3

10.9

12.0

12.0

4.1

12.7

8.4

3.8

4.9

4.1

16.4

19.3

13.6

1.6

4.1

14.5

24.1

11.4

1.6

2.0

10.9

21.7

17.4

1.5

3.6

6.0

10.9

1.6

9.1

1.8

12.5

6.9 13.8 27.6 27.6 13.8 3.4

3.4

3.4

0

%

(

す

べ

て

配

偶

者

）

1

0

％

2

0

％

3

0

％

4

0

％

5

0

％

6

0

％

7

0

％

8

0

％

9

0

％

1

0

0

%

（
す

べ

て

あ

な

た

）

無

回

答

＜自分から見た家事分担の認識＞ 
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（１）職場における男女の地位 

「平等」は、『オ）年次休暇の取得のしやすさ』が48.4％で最も高く、次いで『エ）研修の機

会や内容』が43.6％、『ウ）能力の評価』が32.8％となっている。 

「男性の方が優遇されている」は、『イ）賃金、昇進、昇格』が60.8％で最も高く、次いで

『ク）経験を積むための転勤や異動』が40.3％、『ウ）能力の評価』が40.2％となっている。 

「女性の方が優遇されている」では、『カ）育児・介護休暇の取得のしやすさ』が56.4％で最

も高く、次いで『オ）年次休暇の取得のしやすさ』が23.0％『キ）結婚や子の誕生後の就業継

続』が13.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業について① ３ 

エ）研修の機会や内容

オ）年次休暇の取得のしやすさ

カ）育児・介護休暇の取得のしやすさ

キ）結婚や子の誕生後の就業継続

n=(1,568)

ア）採用時の条件

イ）賃金、昇進、昇格

ウ）能力の評価

ク） 経験を積むための転勤や異動

(%)

60.8

40.2

25.1

4.4

1.7

34.0

40.3

0.8

1.2

1.6

23.0

56.4

13.7

3.9

18.6

32.8

43.6

48.4

14.8

19.1

16.7

14.1

19.5

22.4

17.5

20.7

26.7

32.7

5.7

6.2

7.3

6.8

6.4

6.4

6.4

36.5

1.8

31.5 24.5 5.6

男

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

女

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

平

等

わ

か

ら

な

い

無

回

答
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＜性・年代別＞ 

カ）育児・介護休暇の取得のしやすさ 

男女とも両年代で「女性の方が優遇されている」が最も高くなっているが、男性で28.3ポイ

ント、女性で10.0ポイント、30歳代が40歳代を上回っている。また、「平等」は男性で15.5ポイ

ント、女性で8.6ポイント、40歳代が30歳代を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ）結婚や子の誕生後の就業継続 

男性では両年代とも「平等」が３割で最も高くなっており、女性の両年代よりも10ポイント

以上上回っている。一方、女性では両年代とも「男性の方が優遇されている」が最も高くなっ

ており、男性の両年代よりも10ポイント以上上回っている。 

 

 

 

 

 

 

  

男性・30歳代 (63)

男性・40歳代 (94)

女性・30歳代 (75)

女性・40歳代 (106)

ｎ (%)

28.7

46.7

39.6

13.8

16.0

20.8

31.9

16.0

20.8

25.5

21.3

16.0 2.8

25.4 17.5 33.3 23.8

男

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

女

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

平

等

わ

か

ら

な

い

無

回

答

男性・30歳代 (63)

男性・40歳代 (94)

女性・30歳代 (75)

女性・40歳代 (106)

ｎ (%)

0.9

47.9

76.0

66.0

29.8

9.3

17.9

22.3

14.7

12.3 2.8

76.2 14.3 9.5

男

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

女

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

平

等

わ

か

ら

な

い

無

回

答
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（２）女性が出産後も退職せずに働き続けるために重要なこと 

重要だと思うことは、「子どもを預けられる環境の整備」が81.4％で最も高く、次いで「家

事・育児・介護支援サービスの充実」が56.3％、「職場における育児・介護との両立支援制度の

充実」が55.9％となっている。 

最も重要だと思うことは、「子どもを預けられる環境の整備」が29.6％で最も高く、次いで

「家事・育児・介護支援サービスの充実」が11.7％、「職場における育児・介護との両立支援制

度の充実」が10.8％となっている。 

 

【重要だと思うこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもを預けられる環境の整備

家事・育児・介護支援サービスの充実

職場における育児・介護との
両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの
周囲の理解・意識改革

短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入

男性と女性の公平な家事・育児・介護の分担

男女双方の長時間労働の改善を含めた
働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由とした
不利益な取り扱いの禁止

配偶者以外の家族の家事・育児・
介護などへの参加

働き続けることへの女性自身の意識改革

その他

特にない

わからない

無回答

81.4

56.3

55.9

48.5

47.6

46.7

44.3

41.2

35.6

24.2

3.4

0.6

2.2

3.2

79.3

53.3

49.9

45.4

40.3

40.9

42.2

38.2

30.8

22.5

4.2

0.7

3.2

3.2

83.6

58.9

61.1

51.3

53.5

51.4

46.7

43.1

39.2

25.7

2.7

0.6

1.3

2.8

0 20 40 60 80 100

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)
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【最も重要だと思うこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもを預けられる環境の整備

家事・育児・介護支援サービスの充実

職場における育児・介護との
両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの
周囲の理解・意識改革

男女双方の長時間労働の改善を含めた
働き方改革

男性と女性の公平な家事・育児・介護の分担

育児や介護による仕事への制約を理由とした
不利益な取り扱いの禁止

短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入

配偶者以外の家族の家事・育児・
介護などへの参加

働き続けることへの女性自身の意識改革

その他

特にない

わからない

無回答

29.6

11.7

10.8

9.7

9.3

7.0

4.8

4.7

3.5

2.6

2.3

0.2

0.7

3.1

33.0

12.4

9.6

9.6

10.5

5.0

5.2

2.7

3.3

3.0

2.8

0.2

0.3

2.4

27.3

11.0

11.7

9.9

8.3

8.7

4.2

6.2

3.7

2.4

1.9

0.2

1.1

3.3

0 5 10 15 20 25 30 35

全体 n=(1,474)  

男性 n=(636)  

女性 n=(806)  

(%)
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（１）職業 

職業は、「被雇用者（専門・技術職）」が22.4％で最も高く、次いで「無職」が17.5％、「専業

主婦・主夫」が13.3％、「被雇用者（事務職）」は11.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）主な職業の就労形態 

性別でみると、男女ともに「正社員・正職員（フルタイム）」が最も高くなっているが、男性

（75.1％）が女性（43.5％）より31.6ポイント高くなっている。一方、「パート・アルバイト等」

は女性（34.3％）が男性（9.6％）より24.7ポイント高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

農林漁業（自営業主）

農林漁業（家族従業者）

商工・サービス業（自営業主）

商工・サービス業（家族従業者）

自由業（自営業主）

自由業（家族従業者）

被雇用者（専門・技術職）

被雇用者（事務職）

被雇用者（労務職）

専業主婦・主夫

学生

無職

その他（経営者・役員等）

無回答

2.1

1.0

4.1

2.9

3.3

2.1

22.4

11.0

9.2

13.3

1.9

17.5

4.4

4.8

2.9

0.3

4.2

1.5

4.2

1.6

29.6

8.6

12.1

0.9

1.3

22.5

6.0

4.2

1.5

1.4

3.9

4.1

2.4

2.5

17.1

13.4

6.7

22.8

2.2

13.6

3.1

5.2

0 5 10 15 20 25 30 35

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)

  全  体 (669)

男性 (345)

女性 (315)

ｎ (%)

75.1

43.5

1.7

5.7

7.8

8.6

2.9

2.9

9.6

34.3

2.9

5.1

59.8 3.6 8.1

2.8

21.7 4.0

正

社

員

・

正

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

正

社

員

・

正

職

員

（
短

時

間

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
短

時

間

）

パ
ー

ト

・

ア

ル

バ

イ

ト

等

無

回

答

就業について② ４ 
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＜介護・子どもの有無別＞ 

性・介護の有無別でみると、男性では大きな違いはみられない。女性では「パート・アルバ

イト等」は介護あり（38.8％）が介護なし（32.8％）を6.0ポイント上回っている。 

性・子どもの有無別でみると、男性で「正社員・正職員（フルタイム）」は子どもなし

（80.2％）が子どもあり（74.1％）を6.1ポイント上回っている。女性でも「正社員・正職員

（フルタイム）」は子どもなし（64.7％）が子どもあり（36.0％）を28.7ポイントと大きく上

回っている。また、「パート・アルバイト等」は子どもあり（39.3％）が子どもなし（20.6％）

を18.7ポイント、「正社員・正職員（短時間）」は子どもあり（7.1％）が子どもなし（1.5％）

を5.6ポイント上回っている。 

 

【介護の有無別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子どもの有無別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性・子どもあり (212)

男性・子どもなし (121)

女性・子どもあり (239)

女性・子どもなし (68)

ｎ (%)

80.2

36.0

64.7

2.5

7.1

1.5

5.8

7.5

11.8

3.3

3.3

1.5

6.6

39.3

20.6

1.7

6.7

74.1

1.4

8.5

2.8

10.8 2.4

正

社

員

・

正

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

正

社

員

・

正

職

員

（
短

時

間

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
短

時

間

）

パ
ー

ト

・

ア

ル

バ

イ

ト

等

無

回

答

男性・介護あり (63)

男性・介護なし (280)

女性・介護あり (67)

女性・介護なし (247)

ｎ (%)

76.1

40.3

44.5

1.8

6.0

5.7

7.1

6.0

9.3

2.1

3.0

2.8

10.0

38.8

32.8

2.9

6.0

4.9

71.4

1.6

11.1 6.3 7.9 1.6

正

社

員

・

正

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

正

社

員

・

正

職

員

（
短

時

間

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
フ

ル

タ

イ

ム

）

契

約

・

派

遣

職

員

（
短

時

間

）

パ
ー

ト

・

ア

ル

バ

イ

ト

等

無

回

答
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（３）役職 

役職は、「非管理職」が72.5％、「役員、管理職」が14.9％となっている。 

性別でみると、「役員、管理職」は男性（24.3％）が女性（4.8％）より19.5ポイント高くなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）これから先、どの役職まで目指したいか 

将来目指したい役職は、「非管理職のままでよい」が85.4％で最も高く、次いで「管理職（課

長・部長相当）」が11.5％、「役員以上」が2.5％となっている。 

性別でみると、男女ともに「非管理職のままでよい」が最も高くなっているが、女性

（90.0％）が男性（80.6％）より9.4ポイント高くなっている。「管理職（課長・部長相当）」は

男性（15.1％）が女性（8.4％）より6.7ポイント高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 (485)

男性 (232)

女性 (249)

ｎ (%)

80.6

90.0

15.1

8.4

3.4

1.2

0.9

0.4

85.4 11.5

2.5

0.6

非

管

理

職

の

ま

ま

で

よ

い

管

理

職

（
課

長

・

部

長

相

当

）

役

員

以

上

無

回

答

  全  体 (669)

男性 (345)

女性 (315)

ｎ (%)

24.3

4.8

67.2

79.0

8.4

16.2

14.9 72.5 12.6

役

員

、
管

理

職

非

管

理

職

無

回

答
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（５）管理職・役員を目指さない理由 

管理職・役員を目指さない理由は、「責任が増えるため」が41.1％で最も高く、次いで「管理

職に興味ややりがいを感じないため」が38.6％、「家庭（プライベート）との両立が難しいため」

が32.9％、「都合に合わせて休みがとりづらくなるため」が31.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

責任が増えるため

管理職に興味ややりがいを感じないため

家庭（プライベート）との両立が難しいため

都合に合わせて休みがとりづらくなるため

能力や経験が不足していると思うため

残業が増えるため

管理職になれない雇用区分であるため

残業代がつかない・報酬が業務量や
責任の重さに見合わないため

短時間勤務を希望しているため

会社に目指したい同性の管理職がいないため

転勤があるため

職場の同僚からねたまれたり、
批判を受けるのが嫌であるため

その他

今の働き方や職務内容に満足しているため

特にない

41.1

38.6

32.9

31.4

29.7

22.2

18.4

16.9

12.3

7.0

7.0

3.6

5.1

5.6

3.9

39.6

40.1

23.0

27.3

23.5

18.2

13.4

14.4

7.5

7.5

6.4

3.7

5.3

6.4

5.3

42.4

37.9

40.6

34.4

35.3

25.0

22.8

18.8

16.5

6.7

7.1

3.6

4.9

4.9

2.7

0 10 20 30 40 50

全体 n=(414)  

男性 n=(187)  

女性 n=(224)  

(%)
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（６）あなた自身が、管理職になって良かったと感じること 

管理職になって良かったと感じることは、「収入が増える」が54.0％で最も高く、次いで「責

任・権限のある仕事ができる」が49.0％、「自分の裁量で仕事ができる」が43.0％、「自分自身

の知見やスキルが広がる」が34.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入が増える

責任・権限のある仕事ができる

自分の裁量で仕事ができる

自分自身の知見やスキルが広がる

人脈が広がる

経営方針など重要な決定に関われる

マネジメントに充実感がある

仕事のモチベーションが上がる

敬意を払われる

その他

特にない

54.0

49.0

43.0

34.0

27.0

26.0

23.0

23.0

13.0

1.0

17.0

54.8

47.6

40.5

33.3

26.2

27.4

25.0

22.6

13.1

1.2

19.0

53.3

53.3

53.3

33.3

26.7

20.0

13.3

20.0

13.3

-

6.7

0 10 20 30 40 50 60

全体 n=(100)  

男性 n=(84)  

女性 n=(15)  

(%)



20 

 

（７）女性管理職の増加に向けて必要な制度や支援 

女性管理職の増加に向けて必要な制度や支援は、「男性も含めた長時間労働削減や、休暇取得

促進への取組」が40.1％で最も高く、次いで「女性が活躍しやすい部門への女性の配属」が

36.0％、「管理職登用における女性に不利な評価基準・運用等の見直し」が32.4％、「育休復職

者に対する個別の事情に配慮した配属」が32.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性も含めた長時間労働削減や、
休暇取得促進への取組

女性が活躍しやすい部門への女性の配属

管理職登用における女性に不利な評価基準・
運用等の見直し

育休復職者に対する個別の事情に
配慮した配属

フレックスタイムなど働く時間の制約の軽減

意欲や能力の高い女性を早い段階で
幹部候補として選抜

産休・育休の間のスキル向上や育休後の
意欲向上研修の実施

テレワークなど働く場所の制約の軽減

経営層による積極的な女性活躍の推進

管理職を対象とした女性部下の育成に関する
研修の実施

活躍している女性のロールモデルの提示など
キャリア意識の醸成・研修の実施

女性管理職比率の数値目標の設定

女性をつなぐ社内ネットワークの充実

コース別雇用管理の見直し（採用時の
雇用管理区分にとらわれない活躍の促進）

ラインマネジャー以外の管理職相当の
高度専門職の設定

その他

特にない

無回答

40.1

36.0

32.4

32.0

31.9

29.5

24.9

24.4

23.0

15.4

14.7

12.8

10.1

9.9

4.1

3.4

7.1

6.8

39.1

36.1

32.3

27.6

28.3

29.6

23.6

21.9

25.0

15.0

13.4

15.8

10.5

9.1

5.7

5.0

7.0

6.4

41.3

36.4

32.9

35.8

34.8

29.6

26.2

26.6

21.9

15.5

16.2

10.4

10.0

10.9

2.8

2.1

7.1

6.6

0 10 20 30 40 50

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)
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（１）地域活動の参加状況（現在参加している活動） 

現在参加している活動は、「町内会・自治会、青年団・婦人会・老人クラブ関係」が26.2％、

「スポーツ、教養・学習・文化関係」が15.3％となっている。一方で、「特にない」が40.5％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）女性が地域活動のリーダーになるために必要なこと 

女性が地域活動のリーダーになるために必要なことは、「女性が地域活動のリーダーになるこ

とに対する男性の抵抗感の解消」が38.3％で最も高く、次いで「女性が地域活動のリーダーに

なることに対する女性自身の抵抗感の解消」が34.2％、「職場の配慮（シフト編成や休暇取得な

ど）」が26.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性が地域活動のリーダーになることに対する
男性の抵抗感の解消

女性が地域活動のリーダーになることに対する
女性自身の抵抗感の解消

職場の配慮（シフト編成や休暇取得など）

社会の中で、女性が地域活動のリーダーに
なることについての評価向上

女性が地域活動のリーダーになることに
ついての啓発や情報提供・研修の実施

女性が地域活動のリーダーに一定の
割合でなるような取組促進

その他

無回答

38.3

34.2

26.3

25.6

23.7

15.1

5.0

13.0

41.8

38.4

24.4

26.3

21.3

17.2

6.4

9.8

35.8

31.1

28.4

25.4

25.9

13.7

3.8

14.9

0 10 20 30 40 50

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)

町内会・自治会、青年団・婦人会・
老人クラブ関係

スポーツ、教養・学習・文化関係

保育園・学校等の保護者会・ＰＴＡ関係

地域の活性化などまちづくり関係

ＮＰＯやボランティアなど市民活動関係

防犯・防災関係

医療や社会福祉関係

子育て・子どもの健全育成関係

自然環境保護関係

男女共同参画関係

その他

特にない

無回答

26.2

15.3

7.7

6.8

4.9

3.7

3.4

3.3

2.6

1.0

1.3

40.5

12.9

30.8

13.9

4.8

9.9

4.1

6.6

3.5

2.2

3.8

1.5

1.6

40.1

11.2

22.9

16.3

10.2

4.4

5.4

1.5

3.3

4.1

1.4

0.6

0.9

41.1

13.6

0 10 20 30 40 50

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)

地域活動について ５ 
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（１）各分野の男女の地位 

「平等である」は、『エ）学校教育の場』が48.2％で最も高く、次いで『ク）法律や制度』、が

30.6％『カ）地域活動（町内会・ＮＰＯなど）』が28.4％となっている。 

≪男性優遇（計）≫（「男性の方が優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇され

ている」の合計）は、『ア）社会全体』が71.7％で最も高く、次いで『オ）政治の場』が69.4％、

『キ）社会通念、慣習、しきたり』が62.7％、『ウ）職場』が55.4％などとなっている。 

≪女性優遇（計）≫（「どちらかといえば女性の方が優遇されている」と「女性の方が優遇され

ている」の合計）は、『イ）家庭生活(家事・育児など)』が29.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会について ６ 

ク）法律や制度

ウ）職場

エ）学校教育の場

オ）政治の場

カ）地域活動（町内会・ＮＰＯなど）

n=(1,568)

ア）社会全体

イ）家庭生活(家事・育児など)

キ）社会通念、慣習、しきたりなど

(%)

12.9

18.4

4.0

38.2

13.2

25.1

13.3

26.0

37.0

12.7

31.2

28.7

37.6

23.3

12.1

20.7

48.2

9.2

28.4

12.2

30.6

19.3

2.8

4.5

0.8

2.6

2.1

2.2

10.5

0.9

1.3

0.4

1.0

0.3

1.0

12.2

13.0

21.4

13.2

18.4

15.4

22.3

7.1

7.1

8.0

7.0

7.7

7.4

7.3

26.0 45.7 9.2

2.4 0.9

9.9 5.8

男

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

男

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

平

等

で

あ

る

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

女

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

女

性

の

方

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

わ

か

ら

な

い

無

回

答

男性優遇（計） 女性優遇（計）
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（２）男女共同参画社会の実現に向けて行政が取り組むべき内容 

男女共同参画社会の実現に向けて行政が取り組むべき内容は、「保育や介護サービスの充実な

ど仕事と家庭生活の両立支援」が47.7％で最も高く、次いで「子どものころからの男女共同参

画教育」は46.9％、「労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女が共に働きやすい就業環境の整

備」が44.4％、「職場や地域等における女性に不利な慣習の見直しに向けた働きかけ」が42.7％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育や介護サービスの充実など仕事と
家庭生活の両立支援

子どものころからの男女共同参画教育

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など
男女が共に働きやすい就業環境の整備

職場や地域等における女性に不利な慣習の
見直しに向けた働きかけ

関係する制度の制定や見直し

女性の再就職や起業を支援する相談や
情報提供など施策の充実

男女共同参画についての意識啓発・
情報提供、広報活動の充実

女性が少ない分野（研究者、理系、
土木等）への女性の進出支援

男女平等や相互理解、協力に関する
学習機会の提供

企業における女性管理職の積極的な
登用に向けた支援

配偶者等からの暴力被害の防止、根絶や
相談・救援体制の充実

地域や団体で活躍できる女性リーダーの養成

地方公共団体の審議会や管理職など政策や
方針決定過程への女性の積極的起用

農林漁業・商工・サービス業の家族従事者の
地位の向上

大学など関係機関と連携した調査研究の実施

その他

無回答

47.7

46.9

44.4

42.7

35.3

29.3

27.6

25.8

23.3

20.3

20.2

18.9

17.4

11.0

6.5

2.3

9.2

41.9

45.3

41.2

40.6

38.0

23.2

31.7

27.3

24.2

19.0

17.7

19.6

17.5

9.3

6.4

3.8

8.2

53.1

48.7

47.8

44.8

33.6

34.6

25.2

24.7

23.2

22.0

22.2

18.7

17.7

12.6

6.4

1.1

9.2

0 10 20 30 40 50 60

全体 n=(1,568)  

男性 n=(685)  

女性 n=(846)  

(%)


